












はじめに 

 周産期医療は母子医療の一部であるが、その中でとくに救急性と地域性とに特徴を有す

るものということができる。救急性が高いというのは、分娩という昼夜を問わない突発的

な事象を取り扱うことがその最大の理由である。またこの場合の医療の対象が母体のみな

らず、デリケートな存在の新生児を含むことも救急性を高める理由にあげることができる。

この新生児については、単なる救急・救命を目標とするのみではなく、障害のない生育

intact survival を目指すようになり、医療担当者にとって益々大きな責任が課せられる

趨勢が強くなっている。 

 また地域性ということについても、同様に分娩の突発性に関係して、その枠を一定限度

以上に拡大することを困難にしている。 

 従って、周産期医療の充実とは、言い換えれば、地域母子救急体制の整備充実というこ

とであり、国や地方自治体においても、その体制の整備に意を注ぎ始めたところである。 

 このときにあたり、われわれ医療担当者としても従来とは異なった認識のもとに周産期

医療を考え直さなければならなくなった。 

 以上の観点から周産期医療の改善を考えれば、それには地域における産科・小児科医療

施設相互間の連携・協力がシステムとして確立されなければならないことが判る。 

 著者は、日本母性保護医協会の組織を通じて、従来から周産期医療の地域組織化を提唱

し、わが国における産科医療体制についての整備に努力してきた。 

 本研究報告では、今まで考えてきた周産期産科医療の地域組織化構想を要約して示すと

ともに、日本母性保護医協会の全国各支部に対して、その構想に沿った形でのシステムづ

くりがおこなわれているかどうかについてのアンケート調査を施行したので、その結果に

ついても要約して示すことにする。 


